















内容 ①大学問連携のあり方 ②行政との連携方策 ③ 「姿なき研究所」 ④地域との連携・地域への貢献
.17:00閉会式 防災・環境ネyトワーク長崎アピール発表
※地震体験車デモンストレーション 11 :00-15:00 全学教育講義棟前
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無料 E主催/九 州地区国立大 学…に係る企閉会一大学丸 附 九 州 工 車 耕 一 … 熊 本 大 学 一 一 鹿 児 島 大 問 屋 … 一. ...  シンポジウム部会、防災・環境ネ、ノ卜ワーク部会
後鰻/祉団法人国立大学協会九州地区支部
















2-1 セッション I 司会:井上正文(大分大)





































































第 1回雲仙火山災害の調査研究成果報告会 1992年 9月 島原文化会館
第 2囲雲仙火山災害の調査研究成果報告会 1993年 8月 島原文化会館
第 3回雲仙火山災害の調査研究成果報告会 1994年 11月 深江町民センター
第 4回雲仙火山災害の調査研究成果報告会 1996年 1月 島原文化会館
4.平成 6年度長崎大学公開講座、雲仙・普賢岳火山災害にいどむ
一長崎大学からの提言一
1994年 9月 3日 長崎会場
1994年 9月 10日 島原会場





































このたび. rt担曇・.爾災奮J(纏当主ヨ隆 司‘.'"舗}につきまして‘ a・.が完
成しましたのでお銭ら1いたし穫す.
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半壊した眼鏡橋
I~調査団の成果の活用
・長崎豪雨災害の調査報告の定番
困防災白書に全面引用
.公開講座「豪雨災害と防災Jの実施
.科学研究費の支援を得た災害の解析
.調査のノウハウの全国的活用
(阪神 ・淡路大震 災など)
.防災の研究者の育成
.地域にある大学の役割(調査)
・内閣府災害教訓で近年の災害で唯一採択
長崎大学雲仙普賢岳火山災害調査
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島原の災害対策で
導入された防災対策
1.砂防工事における応急・緊急対策
2.無人化施工の導入
3.砂防工事(有人施工)の安全管理システム
4.溶岩ドーム崩落の監視システム
委員会
|地域から要望のシステム化|
長崎県
長崎大学
九州大学
地元図体
民間代表
回の‘関
1市16町
県級会
長鱒県
委員会
11 
99 
雲仙普賢岳の火山災害対策の経緯
1応急・短期的終息対策期(H3刈遜亘量訟
被災者対策、 1次復興計画 一一一一一
2.長期化対策期(H5-H7) 匂貫主竺主¢
2次復興計画、応急・緊急対3夜、盤ム化施工
3 本復興対策期(H9-H13) く.Jl興支援ー〉
がまだす計画(重点27プロジェクト)
4 復興仕上げ潮(H14-) 仁よ復興支をJ
雲仙フィールドミュージアム推進、
火山災害の継承、防災力の維持
島原市が復興計画を作らなければ
ならない理由
復興計画策定のポイント
① 地元自治体としての主体性を打ち出す
②復 興 関係者と有機的な逮携を図る
③復興に対する考え方を早期に打ち出す
④ 市民会員参加の復興を目指す
⑤ 委員会が前面に立ってき十函を策定する
⑥事態の特殊性に配慮し、弾力的に事業化を
推進する
⑦ 生活再建・防災都市づくり困地域の活性化の
3本柱
10 
12 
島原市の復興計画策定の考え方
- ，掴帽叫紅品副
火山災害に対する各種復興計画の関連
一長崎県ー
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-深江町一
一環江町復興計画
(平成5隼5月)
島原半島全域の
復興掻興計画 15島原市の全体計闇 被災地織の復興僻薗
嵩上げ完了後の三角地帯
(H12.3.2S提供・国土交通省)
復興計画策定にはアイデアが必要
雲仙で生まれたもの
(1)安中三角地帯の織よげ
(2)道の駅「みずなし本陣ふかえ」の型車備
(3)深江町立大野木場小学校被災校舎の現地保存
(4)砂防指定地の利活用
(イベント、われん川、植樹など)
(5)土石流災害遺構の保存
(土石流被災家屋保存公園)
(6)火山観光化(がまだす計画)
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大学が全体の流れをコントロール
砂防指定地利活用
(.盤書)
大野本場小学校
現地保存(深江町)
本復興計画{長崎県)
緑由Ij:イヤモンド計画
{環境庁)
平成3年9月15日の火砕流で
焼失した大野木場小学校
18 
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雲仙普賢岳砂防指定地利活用構想
委員会形式で検討
(構想
整備計画
- 園・県
・ 市町村
・地域
・ 大学(専門家)
砂防指定地の利活用の条件
1. ~副l活用の可能な時期
-土石流発生時期以外
2.利活用の形態
-砂防窓備の自慢能を損わないもの
・万一の安全の安全が確保されるもの
-自然環境の復元・創造と調和しうるもの
.周辺の地減計画とJl理のとれるもの
3.利活用の主体
・地犠住民(町内会、 NPO)
4.国土交通省、長崎県、市町村の役目
・基盤(土地)の.備
-支援
" 
火砕流の被災校舎の調査内容
EPMA，中性化綜験
EPMA 
化学的(終分解，粉末X線)
外観踊査
雲仙普賢岳砂防指定地の立地模式図
22 
学習体験の拠点施設の整備
大野本構砂防みらい館
(諜江町}
23 
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| 災害対策・復興計画に専門家が
」」必要な理由(1)
圃・・』
1.行政の部署、 行政機関の枠を超えた取り組み
(面的な災害対策、復興対策)
2.行政、住民、地減と一体となった取り緩み
3.事業制度のない復興対策の実現
4.行政関係者の転勤による継続性の喪失の回避
5.専門性の要求
(火山、土石流、防災、まちづくり、植物、 生物、環境)
雲仙火山災害の教訓の継承
1.内閣府中央防災会議
災害教訓の継承に関する専門調査会
1990・1995雲仙普賢岳噴火報告書
2.第5回火山都市国際会議島原大会
2007年1月19日-23日
雲仙火山災害復興の他の地域の
復興への応用
， .阪神・淡路大震災(H7.t)
被災者の生活再建(住宅再建支援制度)
災害対策基金の創般
ボランティアの活動のノウJ、ゥ
災害復興計画 (3本柱)
2.出水市土石lifE災事(H9.7)
無人化施工
3.有珠山噴火(Hl2.3)
無人化施工
災害復興計画(虻田町 (3本柱)
25 話
災害対策・復興計画に専門家が
必要な理由(2)
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災害対策・復興支援センターの概念図
災書対策・復興支掻センター
.災害対策部門
・復興計画観門
災警対策・復興システム部門
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セッションN パネルデ、イスカッション
司会北村良介(鹿児島大)
災害に強い社会構築に向けた大学の役割一防災・環境ネットワークの今後の活動・取
り組むべき課題ーについて討議する。内容は、①大学問連携のあり方、②地域との連携・
地域への貢献、③行政との連携方策、④「姿なき研究所」など。
基調講演
パネラー:
フロアーからの話題提供者:
大学連携による「姿なき研究所」構想 善功企(九州大)
高橋和雄(長崎大:防災システム)
清水洋(九州大:地震・火山防災)
島岡隆行(九州大:災害廃棄物対策)
漢那朝雄(九州大:災害医療)
皆川洋一(鹿児島大:建築)
(井上正文(大分大)から変更)
岩尾雄四郎(佐賀大:地盤災害)
永瀬英生(九工大:地盤災害)
パネラーからの報告(概要)
【高橋先生】長崎水害から災害調査に関わっているが、災害によっていろんな組織が生ま
れてきた。阪神大震災であれば京都大学の河田先生、防災学であれば北村先生や善先生な
ど、防災の研究者も増えてきた。今は専門がだいぶ細分化され、専門以外のことには手が
出しづらくなった。突発災害とかは、文科省でないと出来ないことがあったが、今は研究
所等でも出来るようになった。防災に携わる研究者は、工学、理学、農学の分野が多いが、
法律や経済の方々も必要だ。法律、経済の人が入っていくのにもなかなか問題がある。災
害の教訓もなかなか共通の財産になっていない。
国の方では、民で出来ることは民にまかせ、それを助けるために補助することで役割分
担している。いろんな災害でも被害想定をやって、ある意味で、は攻めの行政になっている。
国民レベルでは、防災研究フォーラムなどが出来ている。自然災害協議会もあって、各地
区には資料センターがある。行政単位で災害が起きた場合、行政単位を超えた地域防災計
画を作ることは、行政だけでは無理で、大学問の連携、県の連携でやっていかないと同じ
ことを繰り返すだけである。
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災害の時のプログラムを作っていかないといけないが、九州は風水害などの災害が多い
から、大学が力を入れてやっていかないといけない。大学で災害のことについては単位な
どをあげるようなことを検討している。連携するといろんなことが見えてくるので、議論
し計画的にやっていく必要がある。
【清水先生]島原市にある地震火山センターで、理学分野における観測を行っている。大
学問の連携、地域(住民・ NPO) との連携と行政との連携について、今までの取り組み
と期待について簡単に述べます。大学連携については、地震火山予知の観測については、
ずっと以前から九州地区での連携というよりは、全国レベルでの連携をしている。科学技
術学術審議会の中に測地学審議会から、 5年に一団地震予知計画と火山という建議という
のが、関係大臣に出されておりまして、その建議に基づいて全国の大学が、地震と火山の
基礎研究を連携して行っております。したがって、九州で地震、火山などがあった場合、
九州内の大学だけの連携ではなくて、北は北海道大学まで、全国の関係大学が集まりまし
て共同で連携して観測する。観測研究ということで言えば、全国規模での連携は出来てい
る分野である。しかし、総合防災という観点で考えると、大学単位では調査団など出来た
りしますが、なかなか分野横断の体制は出来ていない。なので、こういった形で、九州地
区の大学で連携して機能すれば、大変有意義なものになるのではないか。特に、理学分野
で観測をしていますので、そういった連携が出来た場合には、総合防災チームに対して、
活動の一番基礎となる火山や地震のデータを提供することによって活動をサポートするこ
とが出来ると考えている。
地域連携については、アウトリーチという啓発活動の方が今までは多く、取り組みとし
ては各種講演会などで、今度「火山都市国際会議」が島原で行われますが、そこでも紹介
しますが、キッチン火山学と言いまして、次世代を担う子供たちに食材を使って火山の実
験をやって、終わったら食べてしまう。楽しみながら親しむ。防災というと、負のイメー
ジがあるが、まずは敵を知るということで楽しんで学習してもらう。こういう取り組みを
数年前からしています。子供達家族と一緒に普賢岳に登って、現場でいろんなことをやっ
ています。しかし、我々の観測センターも規模が小さく、数人規模でやっているのでなか
なかやりきれない。九州地区の連携がうまく出来て、うまい具合に役割分担が出来たら、
単に啓発活動に留まらず、 NPuの方達は地域のリーダーであるので、一度災害が起こる
と先頭に立ってやっていただける、あるいは、我々の窓口になっていただける。常にそう
いう方達と連携をとって協力じてもらいながら、住民の次世代のリーダーを養成していく
活動も出来るのではないか。一番いいのは、大学の中でみんなで連携して、地方自治体の
防災担当者を社会人博士にするような制度をうまく活用して、入っていただけるのがいい
のですが。そこまではなかなか出来ないにしても、 NPO等のリーダーの方達と連携して
次世代のリーダーを養成していく活動も出来る。これは、単独ではとても出来ないことな
ので検討していただけるといいのではないかと思う。
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最後に行政との連携という課題ですが、これについては十分に実績がある。雲仙普賢岳
の噴火の時には、まさに自衛隊・警察・消防、県・市といったところと連携をとってうまく
いった例で、あるが、それで、長丁場の噴火災害を乗り切ったということがございました。こ
のときは、太田所長が居られたわけですが、太田先生の個人的な資質で乗り切ったという
ことがございます。これはこれで、よかったのですが、今後を考えると、大学も法人になり、
予算も付かない、人は削減になるということで、いわゆる、ホームドクターというものは
社会からは期待されているが、実際ホームドクターという存在が難しい状況です。もっと
端的にいうと、大学の中でホームドクターは評価にならない。昇進の時には全然プラスに
ならない。法人化し、短いスパンで、の成果が求められるようになると、防災という息の長
いところでやるというのは非常に難しい。私は、ホームドクターに悲観的です。そういう
意味で、雲仙の時に成功したものが、今後将来使えるかというのはかなり厳しいと思う。
そうなってくると、九州地区の大学問でうまく連携をとって役割分担をして、グ、ノレープで、
対応をしていき、助言をするといいうようなシステムが今後必要になってくると思う。そ
ういった点で、こういった連携は期待をしている。
今厳しくて、火山観測については、進んで、いるというよりマイナスである。大学によっ
ては、観測をやめているところもある。それだけ維持・管理の長いスパンでの観測が出来
なくなってきている。数年で成果をあげないといけないということになってきていて、火
山・地震観測は手薄になってくる可能性がある。自治体とうまく連携をとって、自治体か
らの支援で観測をするといくことも考えていかなければならないのか。 2年前の福岡西方
沖地震の時は、その 20年前から福岡市が市内の高官にある浄水場に地震計を設置しまし
て、それを市の方では専門家がいないということで、我々に委託されて観測していた。こ
れがちょうど警固断層の真上にありまして、福岡西方沖地震の時には、その 20年前から
福岡市と連携して観測していたことがものすごく役に立った。今後は、観測というものは、
固と大学でやるべきことだと思うのですが、地方自治体と連携、支援を模索していく必要
があるのではないか。
【島岡先生】我々の分野はお粗末で、平成7年の阪神・淡路大震災の調査を 2年ほどやり、
論文にまとめました。それだけで、産業廃棄物の権威者になってしまうという、それぐら
い、日頃から多くの災害がありながら、床上浸水で濡れた家具など、どのような処理をさ
れて、どのような問題があるか、冷蔵庫の中の食物残誼、食料品はどうなっているのか、
そういった実態はほとんど分かってない。そういう意味で連携と考えますと、防災の方が
やっておられるように、何か災害が起きると自動的に連絡を取り合って調査を行うような
組織を早く作っていかないとと感じています。災害廃棄物、一般廃棄物のことを申し上げ
ているのですが、管轄が自治体ということで、環境省も直接関与してもらえませんので、
市町村が対応していかれる。いろんな'情報を持っておられるのも自治体でございますので、
一度調べたことがあるのですが残っていない。担当者が変わっていくうちに、資料も失わ
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れていくこともあるので、大学も関与して、特に甚大な災害に関しては調査に入って、記
録として留めて、将来に役立てていくことが必要だと日頃から思っております。
そういう意味で、ネットワークを利用して具体化していけたらなと考えています。我々
九大の環境ネットワークでは、 4つぐらいの対応を考えておりまして、環境ノ、ザードマッ
プを作成していきたいと考えています。つまり、地震の起こりやすいところに、どういっ
た人口の環境資産があるのかと、つまり、どこに浄水場が、どこに清掃工場があるのか、
それが地盤として弱いところにあるのかないのか。すでにあるハザードマップに環境資産
をおとしてみたい。最終処分場がどこのあるのか、希少な生物がどこにいるのか、そうい
ったことをイメージした環境ハザードマップを作成してみたいと考えています。
2番目には、環境計測、モニタリングの部会を作りたいと思っています。様々な環境汚
染が見られます。例えば、阪神淡路の災害ではアスベストが一時的に 15倍ほど上がった
地域があった。ダイオキシンも発生する。あれだけの廃棄物をトラックで移動しますので、
粉塵の問題があり、緊急時なのでポイントポイントで抑えられるだけで、計測されないケ
ースがある。そしていろんなものが、災害によって、腐敗性のものが埋まってしまう。そ
ういったものが、長期的に腐敗をしていき、災害の数ヶ月後またはもっと長期の聞に土壌
汚染をする。そういったことを大学が自治体と連携し、モニタリングをしていくことが必
要かと思う。少なくとも県下では、環境モニタリング、いろんな測定ポイントをもって、
水質、大気、土壌等の測定をやっていますので、うまく集約をして、解析等については大
学で協力していくことが必要ではないか。連携には関係ないですが、廃棄物の技術的な対
。策の問題、汚染されてしまった環境の修復の問題を扱っていこうと思っています。このデ
イスカッションの関連で申しますと、環境計測モニタリングのところで行政と連携を図っ
ていければと思っています。
【漢那先生]ここにご参加の方とは、医療ということで違う面もあるかと思いますが、福
岡西方沖地震に関しまして、災害救出に絡んでいまして、阪神淡路に比べて、環境とかイ
ンフラに関する対策等が進んでいまして、おかげで被災者が少なかったのではないか。午
前中の話でも死者が一人しかいなく、すごいなと思った。例えば、都市高速道の補強工事
がされていたり、阪神淡路の教訓が生かされて、我々医療の負担が少なくて済んだのでは
ないかと思います。
でも実際は、軽症者ばかりで、重傷者はいなかったのは幸いだ、ったんで、すが、阪神淡路と
同じような過ちが幾っかあった。一般の方が怪我されて近くの病院に行って、近くの病院
は混んでいるんですが、少し離れた病院には全然人がいない。一極集中してしまう。こう
いうことは、我々医療関係者だけではなく、防災を広く扱う皆さんの中ででも、遠くに行
った方がいいんだという啓蒙を増やせていければいいと思う。また、地震が長期化してい
った場合には、我々のやっている急性医療とは違いまして、多くの問題が出てきます。そ
の分野の医療関係者が対処していくと思うんですが、緊急に震災の時、薬の名前が分から
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なくて、この人の病名は何だろうとか、特に御高齢の方の場合、情報も気になる。防災の
原則である、まず自分で自分を守るというところから始めていただく共通意識を持っても
らうといい。
九州地区大学の連携といたしまして、医療分野に関しまして、阪神淡路大震災以降に全
国の国立大学病院、九州の国立大学病院間で協定が締結されております。実際には、厚生
労働省が進めております日本版デ、ィーマットという大きな枠の流れの中で、各種法律で育
てられています、日本赤十字社の活動というものが中心ではないかと思います。分野を超
えた連携という意味では、九州大学の方でも橋詰先生が中心となられまして、総合防災教
育プログラムという大学院の希望の学生に、総合的なカリキュラムを今年から用意すると
いう試みがある。各大学でも、まずは手短に大学の中の学部を超えたことをやれたらいい
と思う。
地域との連携に関しましては、個人的には、応急手当普及員という消防の心肺蘇生をし
ていける一般の方々を育成する事業に手をかしていまして、広く一般の方から怪我した時
に手当てをする。軽い怪我でも病院にこられる方が多いのですが、災害の時には重傷者優
先で医療が進んでいきますので、理解とか自助努力を広めていくために、今後ともこうい
う活動はしていこうと思っています。これに関しては、橋爪先生も取り組んでやっていま
す。各携帯電話の端末から、ポッケの救急箱という医療情報を発信していますので、ご興
味のある方は覗いていただければと思います。日本気象協会さんとかに協力していただい
て、いろんな情報が載っています。
行政に関しては、我々行政との結びつきは、身近なところでは消防局でありますし、ま
た、災害拠点病院とか備わってありますし、県の医療の窓口などとやっております。ご参
加の皆さんも、各種専門分野で各自治体の中で結びつきの強い行政の部暑があると思いま
すので、そちらとの連絡を密にとり、日頃から顔の見える関係で仕事をしていくのが大事
かなと思います。それが行き過ぎまして、私の場合、ありがたくないのですが、 NBC災
害、テロ関連の時に、起ったら現場に来いと、消防局から免許証みたいなものを渡されて、
危険な場面で現場に行かなくてはならない任務になってしまいましたが、日頃から連携と
いうのが大事かなと思っております。皆さんが担当される窓口との連携を常に持っておか
れて、それがしいて地域防災計画という厚い本の中に明記されるようになると、必ず何か
あった場合に行政の方から皆さんのところに連絡がいくという形になるので、そういった
ところを大学問、あるいは大学内で地域と連携していかないといけないのかと思う。医療
の分野ではありますが、個人的には行政、あるいは00との対応をやっていく中で、思って
いることは以上のようなところです。
最後に、我々はどうしてもd情報を待ってしまうことがある、病院で、待っていたら患者さ
んがくるやろうとか。じゃなくて、緊急事態の時はインフラも破壊されていたりと情報が
来ないことが多いので、現場に誰か先発隊として皆様の中にも現場に人を派遣するような
形、それも、独立完結型といいますか、自分で自給自足出来る対応を考えたうえで、派遣
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するシステムというのを医療チームは作っていますがやっていただくとよろしいじゃない
かと思います。
【皆川先生】建築では、 1981年、昭和56年から新耐震という基準で建物を作っております。
それ以前の建物とそれ以後の建物は、質的に違うと言われています。新耐震の建物は、神
戸の地震でもおおむね安全で、あったと、人が死ななかった、ということです。それ以前の
建物は、危険だから、耐震診断という形で、やっている。これはすべての建物で、やっている
んですが、私の鹿児島大学では、昭和32年ごろの建物を今改修しています、だから当然、
これは昭和56年の建物よりずっと前の建物です。ということは、地震が来たら、そこで学
んでいる学生、教職員の先生を保証できないと思っています。これは他の大学の先生方も
同じだろうと思います。その中で、小・中学校の建物については、文部科学省の指導もあ
りまして、かなり耐震診断が取り組まれています。要は、子供たちが勉強するところは必
ずしも安全というわけではないということです。鉄筋コンクリートの建物を念頭に置いた、
鉄骨も阪神大震災で出てきたもの、新耐震できちっと出来たものは大丈夫だ、った。ところ
が、施工の結果がおかしいとか、鉄骨建物でも基礎はだいたいコンクリートです。コンク
リートと RCの結合部分が大体めちゃくちゃである。
木造の住宅については、自己責任というのがありました。この先の福岡県西方沖地震の
とき、古いコンクリートの建物がかなり壊れていました。建築基準法は、新耐震という基
準ができました。それ以前に作られた、昭和30年に作られた建物でも、昭和30年の基準に
作られたものは、今でも存在することは出来るといいますか、今のままでは不適格である
が、存在できるのです。これらの建物なんとかしないといけない。ところが、消防法など
の法律では解決できない。
民間の建物はもっとひどい、民間の建物で診断補強やっているのはほとんどないといっ
てもおかしくない。銀行などで、は一部やっている、デパートなどで、もやっていると聞いて
いるが、正式にはほとんどない。
個人の住宅も古い建物を改修することが街にとって大切である。例えば、阪神大震災で
も倒れた建物が道をふさいで、いろんな事態が起きる。街の中の安全性を確保するなら、
個人の建物といえども、耐震性を持たせないといけない。これは行政の責任なんです。
地盤の問題でも、液状化の問題とか、すべりの問題とか、そういう問題と建物の関係を
把握する。
東京には、避難場所へのルートっていうものはあちこちにありました。鹿児島はまだあ
りません。要は、避難場所が決まって、ルートが決まると、非難ノレートにあるブロック塀、
地震時に倒れるおそれのあるものは地震時に撤去することを求めることになる。車いすで
も通れるようにしないといけないということで、歩道整備が進むと思います。そういう街
づくりという観点で考えると、単なる建物の診断ではなくて、安全で、地震にも避難出来
る、地域との連携、大学との連携が必要である。学会を通じて全国横並びでだいたい出来
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るんじゃないかと思っている。特に地域的なものであれば、お互いに協力しあってやって
いくことは可能かと思う。
【岩尾先生】私も大学で、防災関連の講義を持っています。この問、学生に対して質問しま
して、防災は何だと話していまして、究極的には、人間の生命や財産が脅かされることだ
と。では、おサルさんは防災を考える必要はあるのか、ないのかといったときに、人間の
かなりエゴな面があるということになった。そういったことを頭において考えてもらいた
いんですが、今日はおサルさんの防災は別にして、人間の防災について考えていきたいと
思います。
戦後、自然災害でどれぐらいの人が亡くなったかというデータを見ますと、昭和 20年
代は数千人規模で亡くなっている。ところが、昭和30年代になると急速に減ってきまして、
最近では、数十人くらい、阪神淡路の時は、突発的に六千人ぐらいの方が亡くなったんで
すが、現在でもそれぐらいで数十人ぐらいである。百人にいくことはほとんどない。そう
すると、人間の生命が脅かされるといえば、一番多いのは自殺ではないか、三万人ぐらい
の方がなくなるし、交通事故でなくなる方が、最近は少し減って、六千人ぐらいの方が毎
年亡くなっている。それに対して、自然災害でなくなる方は随分減った。それはやはり、
昭和30年代ぐらいの河川整備やダムを作ったりして、非常に減ってきた。それで、昭和20
.-.，30年代は、河川災害とか洪水などの被害でなくなる方が多かったが、最近は減少してい
る。ところが、急に現れてきたのは、斜面災害みたいなものが増えてきた。河川災害から
斜面災害に移っていった気がします。それで、大学、地域、行政というキーワードで見た
ときに、大学の場合には、どの研究をしろと命令されないということは、非常にメリット
であろう。ところが、お金はないし、生データもあまり持たない。なので、行政にデータ
をもらわないといけない。行政の場合には、法律で決まったことを施行していくので、あ
まり自由はないのかと思う。
地域はどうか、地域の方は生きる知恵をかなり持っていると思う。例えば、浸水被害で
も、昔の人は自然堤防の上に上手に家を建てている。どうも最近は、生きる知恵がなくな
ったのか、新しい所にみんな住むようになったのか、例えば、大宰府の土石流のように、
人聞がこれでもかというようなところまで住んで、土石流にやられる。あるいは、新興住
宅地が自然災害にやられる。生きる知恵は低下しているような気がします。
最後に、災害は防災という見方もありますが、もう一方では、どういう社会づくりか、
国土づくりかということもあろうかと思います。例えば現在、生活再建支援機構、これは
家を建てないことには使えない。撤去したり、移転したりというようなことでそういうの
は、昔はゼロた、った。雲仙の時も、個人の財産については個人で面倒見なさい。公共の河
川とかは、国土保全で見ますよというようなことであった。日本の法律では明確にきって
いた。ところが、それが本当にいいのか、みんなが災害で、やられた人が立ち直っていくの
に本当に効果的に一番いい方法なのか考えていく必要があると思います。ある国において
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は、地震なんかでやられるとほとんど丸抱えで事前費用なんかを設ける国がある。日本は
そういう点では必ずしもそういうわけではない。
日本流の考え方がある。日本の場合、災害、地盤災害を防止するときに、かなり力で抑
え込もうということをやってきた。山であればアンカーで抑え込む、とにかく強引に力で
押さえ込む。諸外国を見てみますと、必ずしも力で押さえ込むというわけではなくて、重
要なものについてはそういうことをやるんだけども、あとは自然にまかせるというような
ことで流している国もある。例えば、アメリカの国立公園の火災などは自然現象である、
というような発表もある。防災というのは、言葉を変えれば、安全安心の社会づくりとい
う面がある。その時に地盤的な知識、工学的な知識、人間の生命に関しては医療の知識、
どういう社会が望ましいのかという社会の法体制とか、そういうものを考えていけばいい
のではないかと考えています。
それで、大学問連携では先ほどから出てきましたが、ひとつはやっぱり、総合科学的な
ものですから、教育の連携が必要ではないかと思います。例えば、 eランニングなんかも
便利になりましたし、かなり使えるようになりましたから、鹿児島大学の先生と佐賀大学
の先生の授業を一緒に受けると、あとでディスカッションしたりと局部の連携も出来るの
ではないか。
地域との連携、地域への貢献は、福岡県西方沖地震の時に、玄界島の復興計画を福岡県
と福岡市が共同し、大学の先生方が復興計画などを取りまとめた経緯がある。これは、一
つの成功例ではないか。
行政との連携は、地方行政というよりも、国家行政との連携になろうと思いますが、ど
んな社会システムが、ミニマムのコストで、最大限の効果をあげられるのかということで、
連携していくのがいいのではないかと思います。
姿なき研究所というのは、非常に効果的ですし、素晴らしい案だと思います。これで、
福岡の地震でも何か大きな時に、その分野でかなり研究が推進する、進行すると思います。
ですから、改めて研究所を作っとかないと研究が出来ないんではなくて、こういうのがあ
った時に、一挙に研究が進むと思います。こういう点ですごくいいと思います。
【永瀬先生】まだまだ、地盤の方はやらないといけない、防災に対して準備が十分でない
と思っています。私の身近なところでいくつか動きがありましたので紹介させてもらいま
す。
大学問の連携のあり方で、災害時の対応については、土木学会、地盤工学会、善先生か
らもご紹介がありましたが、事前の対応、準備が出来ておりますので、速い対応がされる
ようになってきている。福岡県西方沖地震の時には、私も調査に行かせていただきまして、
連携して被害調査に取り組みました。
地域との連携、貢献ということで、日本地研の佐藤さんが言われていた、住民への対応
が非常に重要で、災害マップは作られるんだが、それを住民に説明していたかというと、
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見方すら触れられていないんじゃないか、見てわからないんじゃないかと思います。本当
に役に立つ災害マップが必要だと思う。
行政との連携ということで、災害時にすぐに出かけるのは、おそらく行政だと思う。防
災・環境ネットワークにおられる方で、行政からすぐ連絡が入ると考えますと、ネットワ
ークづくりが、行政の方でちゃんと機能するんだとわかっていないと、何の意味もないわ
けです。行政に対する連携も、こういうネットワークづくりの中で考えていかなければい
けない。
もう一つは、大学の中で調査はするんだけれど、その後はほったらかしと、今までよく
言われた。復旧について、手当て、対応を何もしていないということが嘱かれます。きち
っと対応することが非常に重要ではないか思います。
姿なき研究所ということで言えば、すべての専門家が揃うということはないので、何か
起こった時に、どこそこにこういう専門家がおられるということであれば、連携も重要で
あろう。
私の身近な話で、地盤工学会というところに所属しておりますが、最近、会長の直轄事
業として、防災の取り組み事業をやっています。学会からの提言をしたいという動きがあ
ります。それから、災害誌をまとめよう、今まで起こった災害の写真、記録を見直し、ま
とめていこうと。それから、手前味噌ですが、地盤工学会九州支部で、環境および防災に
おける連携というテーマで、これから 2年間、研究委員会を立ち上げていきますので、ご
興味のある方はよろしくお願いします。
最後になりましたが、私がこのネットワークのメンバーになっていません。これは、何
かの手違いでして、学校に連絡があったときに、部門の方に連絡が来なかったと思うので
すが、うちの大学でも、河川の氾濫解析や津波による被害の予測とか、竜巻などの強風災
害のこととか研究をやっていて、防災にはかなり関心がございますので、メンバーの中に
是非入れて頂いて、協力はまったく惜しみませんのでよろしくお願いします。
討議(ディスカッション)概要
【北村先生]大学の連携に関して、専門分野では連携は出来ている。防災に対する取り組
みには、横の繋がりがない。これを何とか打ち破りたいというのが、姿なき研究所や防災・
環境ネットワークだと思う。
【高橋先生】防災ということになると、国土交通省や科学技術関連は、防災と言わず、安
全・安心と呼んでいる。安全・安心というのは、学聞を超えたリスクマネージメントの話
になるんですけど。大学の中では防災・環境と言わず、安全・安心に住むためのいろんな
中に防災というのを位置づけて、範囲を広げて教育をやっていくことが大切だ。長崎大学
は、水産学部、工学部、薬学部、医学部を入れたそのような企画があるんですが、大学の
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中では、防災・環境いう表現ではなく、全体的にもっと良い表現が必要ではないかと思う。
【小松先生】「防災・環境ネットワークシンポジウム」の「・」は何なのか。「防災」と「環
境」の融合と思っていたが、そうではない。「防災Jと「環境」の融合は、とても魅力的だ
と思うが、「防災」と「環境」の融合の観点はどうなっているのか。
【有川先生】防災環境ネットワーク部会では、それほど深く議論したわけではないんです
が、災害を防止するという上では、環境も重要です。例えば、山林を守るために、植林を
しますと、大雨が降ったときに急激な降雨の流出を防止できる。そういったことで、防災
と言いながら、環境をも考える必要が有るのだと思います。
【善先生】環境のことを本気で考えると、防災以上に分野が広く纏まりがなくなるので、
今回は便宜的に「防災・環境ネットワークシンポジウムJということにしている。もっと
議論する必要があるが、防災に絡んだ環境の一環を紹介していただいているが、「防災」と
「環境」の融合という中身についても深く議論していきたい。
【平先生】本日、琉球大学の参加は5人で、登録者一覧表の人数より多いです。グ、ローパル
ウォーミングに絡んで、台風がすぐ近くで発生して、北緯20度で発生して、発生したらす
ぐに沖縄県に上陸する。気象庁は、沖縄には台風は絶対に上陸しないと言っている。上陸
というのは、九州、はり大きな島に上陸する。沖縄は、通過というらしい。大きな被害を受
けること間違いない。大きな被害というのは、風が強いということですが、もうひとつ話
題になっておりますが、大雨が降るわけです。これは、沖縄だけの特徴かと思っていまし
たら、 1年の半分の雨量が3日で降るということで、九州の大雨は普通だということでびっ
くりしたんですが、地域についても我々の知識を深めることをやっていきましょう。
ネットワークというのは非常いいんですが、具体的に研究目標を定めて、連携事業とし
てやる必要がある。例えば、地盤についての研究報告、防災・環境について温暖化に伴っ
て、降雨域がどう変わったかとか、災害時の医療についても取り組むべきだ。大学のネッ
トワークを中で取り上げられると、具体化出来るんじゃないかと思う。
【有川先生】大学問の連携についてと、姿なき研究所について申します。我々は法人化に
なり、概算要求などではですね、非常に辛い思いをしながら、現在持っているコマ方どう
使うかということを考えるわけです。姿なき研究所の方は、実際に人をどうするか、お金
をどうするか、場所をどうするか、というのは全然ないわけで、、ほんとに今必要なことを
やって、完ぺきに理想的なものを描いて、それが出来た後で九州地区の先生方と連携を進
めていく。しかし、ある分野はどうしても満たされない空白のところがある。そういった
理想的な取り組みの観点から空白があるところは、九州地区全体の連携で埋めていく。そ
うすると、しばらく経ちますと、ホントにきれいな基礎的な、理想的な強い姿が出来上が
る気がします。そういうものを走らせながら、実際に課題が起こったら、それに対して、
姿なき研究所だけではなくて、国の予算等も使いながら進めていくことができるのではな
いでしょうか。こういったやり方に関しまして、国はどう考えているかというと、科学技
術学術会議(?)の中に学術分科会というのがありまして、その中に研究環境部会という
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のがあります。その中で、あがっている研究者コミュニティの醸成、大学の連携、地域の連
携を考えますと、我々のやっていることは、質としてはかなりいいなという気がしていま
す。もし姿なき研究所が、具体的な活動を始めますと、非常に理想的な形になるのではな
いかという気がしています。
【会場】連携というのは力がいる、連携拠点のような中心が必要で、ある。環境でいうと、
長崎大学には環境学部というのがあるが、防災には防災学部というものはあるのか、研究
学科や学部、防災大学という考えはないのか。
【善先生】資料にも載せているが、防災関係の組織は以外と少なくなく、九地整でも数年
前に防災課が出来た。各センター・研究所などがあり、富士常葉大学は、かなり防災に特
化した講義を行っており、防災大学と言ってもよいかもしれない。
【北村先生】地域(住民・ NPO等〉と連携は、行政との連携とも関連している。防災・環
境というのは、裏返せば街作りや社会作りである。
【清水先生】雲仙の火砕の際は、行政との連携に成功した例であろうと思う。地域となる
と、連携というよりもアウトリーチではないか。これからもこれが主体となると思うが、
今後は、シンポジウムや講演活動のようなものではなくて、 NPOの方達は地域のリーダー
的な存在でもあるので連携して、人材を育成していく。自主防災組織の中の核となってい
ただける人材を養成したらよいのではないか。
【小松先生】災害の検討委員会で、今後の対策を検討していた時にも、最初は行政に対す
る不信感があり、学識経験者に対しても行政の味方だろうという感じであった。しかし、
あらゆる情報を出して議論を重ねるうちに、一体となって取り組むことが出来た。誠意を
もってやっていかなければと感じた。
【芦田部長】住民の行政に対する不信感が強い時がある。大学の先生は、住民からの信頼
感が高く、住民と行政の聞を取り持っていただけるという頼りになる存在である。
地域と行政の連携と大学問の連携というのは、違うものである。行政としては、大学の
先生にお願いしたいこともある。
【善先生l大学が連携したら、行政として何らかのプロジェクトを作っていただ、けるのか、
地域やNPOは大学に何を期待しているのかを教えていただきたい。
【芦田部長】例えば、九州には軟弱地盤防災マップがなく、お願いしたいのですが、こう
いったのは研究ではないため、お願いしてもいいのかという思いがある。もう少しいいテ
ーマがあれば考えておきたい。
【北村先生】ハザードマップや地域防災計画などにどれぐらい大学として関わっていくか、
どのように地域や行政と連携していくか。
【漢那先生I例えば、福岡西方沖地震の時に、警察の動きなどで災害の拠点病院に行く道
を確保して欲しいと言っても行政は動けない。あらかじめ、地域防災計画の中に入れてお
けば、各行政機関で動きやすいのではないか。反省ではあるが、医療の方ではそういった
動きである。
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【島岡先生】環境の異変を察知するのは、日頃のモニタリングが必要である。国境を越え
た問題として、九州では黄砂の問題などがある。そういったデータは、それぞれの研究機
関が個別に持っていることが多いので、大学と一緒になって、一元化して共有していけた
らいいのではないかと思う。また、長期的な異変に関しても行政と一緒にやって行けたら
良いと思う。
【高橋先生】地域防災計画に関して、計画する際には専門家が入っていても、出来る際に
は専門家が入つてないということがある。地域防災計画を作成する際に、もっと専門家が
入っていけるような制度を作っていったら良いのではないか。
【コンサルの方】民間企業も業務で防災・環境に携わっている。企業の社会的責任を強く
意識しているので、社会貢献をしようという企業も増えている。建設コンサルタント協会
でも、単なる営利目的ではなく、防災・環境に関して何か出来ることはないのかと思考し
ている。是非とも、連携の中に民間企業も入れていただきたい。
以上
注)セッションNの本稿は、会場における録音テープをもとに、各発言の概要について事務局サイドでま
とめたものである。録音品質の悪い点も多々あり、もしも、発言者の発言趣旨と異なる部分があるとすれ
ばその責任はすべて事務局サイドにあることをお断りいたします。
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